
令和 年度 国民健康保険事業特別会計予算



 

令和 年度 春日市国民健康保険事業特別会計予算

令和 年度春日市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表歳入歳出予算｣による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、｢第２表債務負担行為｣による。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 条第 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める｡

第 款保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の

流用

 

令和２年２月２５日提出 

春日市長 井 上 澄 和 



第１表　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算

     ( 歳 入 )
（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 国民健康保険税 1,928,758 1,791,015 137,743 7.7％

 1 国民健康保険税 1,928,758 1,791,015 137,743 7.7％

 2 使用料及び手数料 16 42 △26 △61.9％

 1 手数料 16 42 △26 △61.9％

 3 県支出金 6,675,468 6,692,822 △17,354 △0.3％

 1 県補助金 6,675,468 6,692,822 △17,354 △0.3％

 4 繰入金 1,193,684 1,120,117 73,567 6.6％

 1 一般会計繰入金 945,641 919,906 25,735 2.8％

 2 基金繰入金 248,043 200,211 47,832 23.9％

 5 繰越金 1 1 0 0.0％

 1 繰越金 1 1 0 0.0％

 6 諸収入 35,075 46,581 △11,506 △24.7％

 1 延滞金、加算金及び過料 23,305 34,828 △11,523 △33.1％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 2 市預金利子 121 225 △104 △46.2％

 4 雑入 11,649 11,528 121 1.0％

 8 財産収入 246 575 △329 △57.2％

 1 財産運用収入 246 575 △329 △57.2％

 9 国庫支出金 2,464 0 2,464 皆増

 1 国庫支出金 2,464 0 2,464 皆増

9,835,712 9,651,153 184,559 1.9％

比 較

歳 入 合 計

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額



     ( 歳 出 )
（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 総務費 213,384 183,443 29,941 16.3％

 1 総務管理費 169,015 143,168 25,847 18.1％

 2 徴収費 43,334 39,307 4,027 10.2％

 3 運営協議会費 330 324 6 1.9％

 4 趣旨普及費 705 644 61 9.5％

 2 保険給付費 6,566,473 6,587,087 △20,614 △0.3％

 1 療養諸費 5,695,215 5,718,545 △23,330 △0.4％

 2 高額療養費 824,866 820,079 4,787 0.6％

 3 移送費 20 20 0 0.0％

 4 出産育児諸費 42,862 44,963 △2,101 △4.7％

 5 葬祭諸費 3,510 3,480 30 0.9％

 3 国民健康保険事業費納付金 2,973,287 2,802,895 170,392 6.1％

 1 医療給付費分 2,079,158 1,936,188 142,970 7.4％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 2 後期高齢者支援金等分 644,256 642,611 1,645 0.3％

 3 介護納付金分 249,873 224,096 25,777 11.5％

 4 共同事業拠出金 5 5 0 0.0％

 1 共同事業拠出金 5 5 0 0.0％

 6 保健事業費 69,186 63,586 5,600 8.8％

 1 保健事業費 27,784 22,663 5,121 22.6％

 2 特定健康診査等事業費 41,402 40,923 479 1.2％

 7 基金積立金 1 1 0 0.0％

 1 基金積立金 1 1 0 0.0％

 9 諸支出金 10,376 11,136 △760 △6.8％

 1 償還金及び還付加算金 10,374 11,134 △760 △6.8％

 2 繰出金 2 2 0 0.0％

10 予備費 3,000 3,000 0 0.0％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 予備費 3,000 3,000 0 0.0％

9,835,712 9,651,153 184,559 1.9％歳 出 合 計

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

納税通知書等印刷及び封入封かん業務委託料 令和3年度

受診券等印刷及び封入封かん業務委託料 令和3年度

第　２　表　　　債 務 負 担 行 為

事 項 期 間 限 度 額



国民健康保険事業特別会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 



１．総括

（歳　入） （単位 ： 千円）

款 構 成 比

 1 国民健康保険税 1,928,758 1,791,015 137,743 19.6%

 2 使用料及び手数料 16 42 △26 0.0%

 3 県支出金 6,675,468 6,692,822 △17,354 67.9%

 4 繰入金 1,193,684 1,120,117 73,567 12.1%

 5 繰越金 1 1 0 0.0%

 6 諸収入 35,075 46,581 △11,506 0.4%

 8 財産収入 246 575 △329 0.0%

 9 国庫支出金 2,464 0 2,464 0.0%

9,835,712 9,651,153 184,559 100.0%

国民健康保険事業特別会計 歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計



（歳　出） （単位 ： 千円）

款 構 成 比

 1 総務費 213,384 183,443 29,941 7,182 77 206,125 2.2%

 2 保険給付費 6,566,473 6,587,087 △20,614 6,494,993 10,622 60,858 66.8%

 3 国民健康保険事業費納付金 2,973,287 2,802,895 170,392 2,973,287 30.2%

 4 共同事業拠出金 5 5 0 5 0.0%

 6 保健事業費 69,186 63,586 5,600 31,931 943 36,312 0.7%

 7 基金積立金 1 1 0 1 0.0%

 9 諸支出金 10,376 11,136 △760 10,376 0.1%

10 予備費 3,000 3,000 0 3,000 0.0%

9,835,712 9,651,153 184,559 6,534,106 11,642 3,289,964 100.0%

地 方 債 そ の 他

歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金



２．歳入
（款） 1．国民健康保険税

（項） 1．国民健康保険税 （単位 ： 千円）

節

目

 1 一般被保険者国民健康保 1,928,559 1,780,095 148,464  1 医療給付費分現年課 1,397,416 一般被保険者医療給付費分現年課税分（普通徴収） 1,340,075

険税 税分 調定額　　　　　 1,427,587千円

収納率　　　　　　　　 93.87％

収入見込額　　　 1,340,075千円

一般被保険者医療給付費分現年課税分（特別徴収） 57,341

調定額　　　　　　　57,341千円

収納率　　　　　　　　　 100％

収入見込額　　　　　57,341千円

 2 後期高齢者支援金分 358,186 一般被保険者後期高齢者支援金分現年課税分（普通徴収） 343,640

現年課税分 調定額　　　　　　 366,081千円

収納率　　　　　　　　 93.87％

収入見込額　　　　 343,640千円

一般被保険者後期高齢者支援金分現年課税分（特別徴収） 14,546

調定額　　　　  　　14,546千円

収納率　　　　　　　　　 100％

収入見込額　　　　　14,546千円

 3 介護納付金分現年課 123,760 一般被保険者介護納付金分現年課税分（普通徴収） 123,759

税分 調定額　　　　 　　131,841千円

収納率　　　　　 　　　93.87％

収入見込額　 　　　123,759千円

一般被保険者介護納付金分現年課税分（特別徴収） 1

調定額　　　　　 　　　  1千円

収納率　　　　　　 　　　100％

収入見込額　　 　　　　  1千円

 4 医療給付費分滞納繰 31,266 一般被保険者医療給付費分滞納繰越分 31,266

越分 調定額　　　　 　　159,521千円

収納率　　　 　　　　　19.60％

収入見込額　　　 　 31,266千円

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 1．国民健康保険税
（項） 1．国民健康保険税 （単位 ： 千円）

節

目

 5 後期高齢者支援金分 12,174 一般被保険者後期高齢者支援金分滞納繰越分 12,174

滞納繰越分 調定額　　　　　 　 59,040千円

収納率　　　　　　　　 20.62％

収入見込額　　　　　12,174千円

 6 介護納付金分滞納繰 5,757 一般被保険者介護納付金分滞納繰越分 5,757

越分 調定額　　　　　　  27,520千円

収納率　　　　　　 　　20.92％

収入見込額　　　 　　5,757千円

 2 退職被保険者等国民健康 199 10,920 △10,721  1 医療給付費分現年課 1 退職被保険者等医療給付費分現年課税分（普通徴収） 1

保険税 税分

 2 後期高齢者支援金分 1 退職被保険者等後期高齢者支援金分現年課税分（普通徴収） 1

現年課税分

 3 介護納付金分現年課 1 退職被保険者等介護納付金分現年課税分（普通徴収） 1

税分

 4 医療給付費分滞納繰 37 退職被保険者等医療給付費分滞納繰越分 37

越分 調定額　　　　　　   　202千円

収納率　　　　　　 　　18.60％

収入見込額　　 　　 　　37千円

 5 後期高齢者支援金分 81 退職被保険者等後期高齢者支援金分滞納繰越分 81

滞納繰越分 調定額　　　　 　　　　380千円

収納率　　　　 　　　　21.54％

収入見込額　　　 　　   81千円

 6 介護納付金分滞納繰 78 退職被保険者等介護納付金分滞納繰越分 78

越分 調定額　　　 　　　　　355千円

収納率　　　　　 　　　21.98％

収入見込額　　 　　　　 78千円

計 1,928,758 1,791,015 137,743

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 2．使用料及び手数料
（項） 1．手数料 （単位 ： 千円）

節

目

 2 督促手数料 16 42 △26  1 督促手数料 16 督促手数料 16

計 16 42 △26

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 3．県支出金
（項） 1．県補助金 （単位 ： 千円）

節

目

 1 保険給付費等交付金 6,675,468 6,692,822 △17,354  1 普通交付金 6,494,993 一般被保険者医療給付費分 6,493,005

退職被保険者等医療給付費分 1,988

 2 特別交付金 180,475 保険者努力支援分 43,258

特別調整交付金分（市町村分） 16,850

県繰入金（２号分） 103,221

特定健康診査等負担金 17,146

計 6,675,468 6,692,822 △17,354

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 4．繰入金
（項） 1．一般会計繰入金 （単位 ： 千円）

節

目

 1 一般会計繰入金 945,641 919,906 25,735  1 保険基盤安定繰入金 369,502 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 369,502

（保険税軽減分）

 2 保険基盤安定繰入金 189,542 保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 189,542

（保険者支援分）

 3 職員給与費等繰入金 214,610 職員給与費等繰入金 214,610

 4 出産育児一時金等繰 28,560 出産育児一時金等繰入金 28,560

入金 （42,840×2/3）

 5 財政安定化支援事業 101,776 財政安定化支援事業繰入金 101,776

繰入金

 6 その他一般会計繰入 41,651 その他一般会計繰入金（決算補填目的以外のもの） 41,651

金

計 945,641 919,906 25,735

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 4．繰入金
（項） 2．基金繰入金 （単位 ： 千円）

節

目

 1 国民健康保険事業費納付 248,043 200,211 47,832  1 国民健康保険事業費 248,043 国民健康保険事業費納付金等支払準備基金繰入金 248,043

金等支払準備基金繰入金 納付金等支払準備基

金繰入金

計 248,043 200,211 47,832

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 5．繰越金
（項） 1．繰越金 （単位 ： 千円）

節

目

 1 繰越金 1 1 0  1 繰越金 1 純繰越金 1

計 1 1 0

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 6．諸収入
（項） 1．延滞金、加算金及び過料 （単位 ： 千円）

節

目

 1 延滞金 23,303 34,826 △11,523  1 一般被保険者延滞金 22,338 一般被保険者延滞金（医療給付費分） 17,109

一般被保険者延滞金（後期高齢者支援金分） 3,262

一般被保険者延滞金（介護納付金分） 1,967

 2 退職被保険者等延滞 965 退職被保険者等延滞金（医療給付費分） 718

金 退職被保険者等延滞金（後期高齢者支援金分） 127

退職被保険者等延滞金（介護納付金分） 120

 2 加算金 2 2 0  1 一般被保険者加算金 1 一般被保険者加算金 1

 2 退職被保険者等加算 1 退職被保険者等加算金 1

金

計 23,305 34,828 △11,523

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 6．諸収入
（項） 2．市預金利子 （単位 ： 千円）

節

目

 1 市預金利子 121 225 △104  1 市預金利子 121 市預金利子 121

計 121 225 △104

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 6．諸収入
（項） 4．雑入 （単位 ： 千円）

節

目

 2 一般被保険者第三者納付 10,001 10,001 0  1 第三者納付金 10,001 一般被保険者第三者納付金 10,000

金 一般被保険者第三者納付金（過年度分） 1

 3 退職被保険者等第三者納 2 2 0  1 第三者納付金 2 退職被保険者等第三者納付金 1

付金 退職被保険者等第三者納付金（過年度分） 1

 4 一般被保険者返納金 501 501 0  1 返納金 501 一般被保険者返納金 500

一般被保険者返納金（過年度分） 1

 5 退職被保険者等返納金 2 2 0  1 返納金 2 退職被保険者等返納金 1

退職被保険者等返納金（過年度分） 1

 8 特定健康診査等負担金 1 1 0  1 過年度分 1 特定健康診査等県負担金（過年度分） 1

 9 雑入 1,142 1,020 122  1 雑入 1,142 雑入 1

健康運動トレーニング事業本人負担金 552

雇用保険料本人負担金 102

高齢受給者療養費国負担分（指定公費） 120

高齢受給者返納金等国庫負担分 1

高齢受給者返納金等国庫負担分（過年度） 1

公務災害補償基金負担金精算返還金 3

血清クレアチニン健診費用負担金 362

○ 滞納処分費 0 1 △1 （廃　目）

計 11,649 11,528 121

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 8．財産収入
（項） 1．財産運用収入 （単位 ： 千円）

節

目

 1 利子及び配当金 246 575 △329  1 利子及び配当金 246 利子及び配当金 246

計 246 575 △329

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



（款） 9．国庫支出金
（項） 1．国庫支出金 （単位 ： 千円）

節

目

 1 国民健康保険制度関係業 2,464 0 2,464  1 国民健康保険制度関 2,464 国民健康保険制度関係業務事業費国庫補助金 2,464

務事業費国庫補助金 係業務事業費国庫補

助金

計 2,464 0 2,464

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明



３．歳出

（款） 1．総務費

（項） 1．総務管理費 (単位：千円)

節

目

 1 一般管理費 164,439 138,582 25,857 4,025 26 160,388  2 給料 70,971 ○　一般管理事務費（国民健康保険事業）

 3 職員手当 52,107 給料

等 会計年度任用職員　３人分

 4 共済費 23,961 職員手当等

 8 旅費 16 会計年度任用職員

10 需用費 421 地域手当

11 役務費 7,891 通勤手当

12 委託料 8,857 期末手当

13 使用料及 215 時間外勤務手当

び賃借料 共済費

雇用保険料

公務災害補償基金負担金

社会保険料

旅費

職員旅費

需用費

消耗品費

印刷費

役務費

国保システム保守料

郵便料

委託料

プログラム改修業務

国保情報集約システム共同運営業務

訴訟代理業務

電算共同処理業務

被保険者証封入封かん業務

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 1．総務管理費 (単位：千円)

節

目

使用料及び賃借料

国民健康保険団体連合会端末使用料

○　職員給与等費

給料

一般職　１９人分

職員手当等

一般職

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

共済費

共済組合負担金

 2 国民健康保 4,576 4,586 △10 4,576 18 負担金、 4,576 ○　国民健康保険団体連合会負担金

険団体連合 補助及び 負担金、補助及び交付金

会負担金 交付金 国民健康保険団体連合会負担金

計 169,015 143,168 25,847 4,025 26 164,964

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 2．徴収費 (単位：千円)

節

目

 1 賦課徴収費 22,757 21,615 1,142 22,757  8 旅費 107 ○　徴収事務費

10 需用費 985 旅費

11 役務費 4,472 職員旅費

12 委託料 1,544 需用費

13 使用料及 4 消耗品費

び賃借料 印刷費

18 負担金、 15,645 役務費

補助及び 郵便料

交付金 使用料及び賃借料

駐車場使用料

○　賦課事務費

旅費

職員旅費

需用費

消耗品費

印刷費

役務費

郵便料

委託料

納税通知書等印刷及び封入封かん業務

負担金、補助及び交付金

電算負担金

 2 適正賦課及 20,577 17,692 2,885 2,853 51 17,673  2 給料 12,910 ○　適正賦課及び収納率向上特別対策事業費

び収納率向  3 職員手当 3,758 給料

上特別対策 等 会計年度任用職員　６人分

費  4 共済費 2,792 職員手当等

10 需用費 12 会計年度任用職員

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 2．徴収費 (単位：千円)

節

目

11 役務費 665 地域手当

12 委託料 307 通勤手当

18 負担金、 133 期末手当

補助及び 時間外勤務手当

交付金 共済費

雇用保険料

社会保険料

役務費

郵便料

委託料

ファイナンシャルプランニング業務

○　ペイジー口座振替受付事業費

需用費

消耗品費

役務費

郵便料

口座振替受付サービス取扱手数料

口座振替受付サービス通信料

口座振替受付端末情報管理基本料

負担金、補助及び交付金

決済事業者コード取得負担金

ＪＡＭＰＡ加入負担金

計 43,334 39,307 4,027 2,853 51 40,430

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 3．運営協議会費 (単位：千円)

節

目

 1 運営協議会 330 324 6 330  1 報酬 260 ○　国民健康保険運営協議会委員費

費  8 旅費 70 報酬

国民健康保険運営協議会委員　１０人分

旅費

国民健康保険運営協議会委員費用弁償

計 330 324 6 330

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 1．総務費

（項） 4．趣旨普及費 (単位：千円)

節

目

 1 趣旨普及費 705 644 61 304 401 10 需用費 705 ○　趣旨普及費

需用費

消耗品費

印刷費

計 705 644 61 304 401

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．保険給付費

（項） 1．療養諸費 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 5,606,155 5,591,885 14,270 5,597,104 9,051 18 負担金、 5,606,155 ○　一般被保険者療養給付費

者療養給付 補助及び 負担金、補助及び交付金

費 交付金 一般被保険者療養給付費

 2 退職被保険 1,044 45,188 △44,144 1,042 2 18 負担金、 1,044 ○　退職被保険者等療養給付費

者等療養給 補助及び 負担金、補助及び交付金

付費 交付金 退職被保険者等療養給付費

 3 一般被保険 73,418 66,836 6,582 73,179 239 18 負担金、 73,418 ○　一般被保険者療養費

者療養費 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 一般被保険者療養費

 4 退職被保険 112 403 △291 112 18 負担金、 112 ○　退職被保険者等療養費

者等療養費 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 退職被保険者等療養費

 5 審査支払手 14,486 14,233 253 14,486 11 役務費 14,486 ○　審査支払手数料

数料 役務費

審査支払手数料

計 5,695,215 5,718,545 △23,330 5,671,437 9,292 14,486

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．保険給付費

（項） 2．高額療養費 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 823,627 809,589 14,038 822,298 1,329 18 負担金、 823,627 ○　一般被保険者高額療養費

者高額療養 補助及び 負担金、補助及び交付金

費 交付金 一般被保険者高額療養費

 2 退職被保険 820 9,850 △9,030 820 18 負担金、 820 ○　退職被保険者等高額療養費

者等高額療 補助及び 負担金、補助及び交付金

養費 交付金 退職被保険者等高額療養費

 3 一般被保険 415 458 △43 414 1 18 負担金、 415 ○　一般被保険者高額介護合算療養費

者高額介護 補助及び 負担金、補助及び交付金

合算療養費 交付金 一般被保険者高額介護合算療養費

 4 退職被保険 4 182 △178 4 18 負担金、 4 ○　退職被保険者等高額介護合算療養費

者等高額介 補助及び 負担金、補助及び交付金

護合算療養 交付金 退職被保険者等高額介護合算療養費

費

計 824,866 820,079 4,787 823,536 1,330

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．保険給付費

（項） 3．移送費 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 10 10 0 10 18 負担金、 10 ○　移送費

者移送費 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 一般被保険者移送費

 2 退職被保険 10 10 0 10 18 負担金、 10 ○　移送費

者等移送費 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 退職被保険者等移送費

計 20 20 0 20

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．保険給付費

（項） 4．出産育児諸費 (単位：千円)

節

目

 1 出産育児一 42,840 44,940 △2,100 42,840 18 負担金、 42,840 ○　出産育児諸費

時金 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 出産育児一時金

 2 審査支払手 22 23 △1 22 11 役務費 22 ○　審査支払手数料

数料 役務費

審査支払手数料

計 42,862 44,963 △2,101 42,862

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 2．保険給付費

（項） 5．葬祭諸費 (単位：千円)

節

目

 1 葬祭費 3,510 3,480 30 3,510 18 負担金、 3,510 ○　葬祭費

補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 葬祭費

計 3,510 3,480 30 3,510

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 3．国民健康保険事業費納付金

（項） 1．医療給付費分 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 2,079,120 1,927,638 151,482 2,079,120 18 負担金、 2,079,120 ○　一般被保険者医療給付費分納付金

者医療給付 補助及び 負担金、補助及び交付金

費分 交付金 一般被保険者医療給付費分

 2 退職被保険 38 8,550 △8,512 38 18 負担金、 38 ○　退職被保険者等医療給付費分納付金

者等医療給 補助及び 負担金、補助及び交付金

付費分 交付金 退職被保険者等医療給付費分

計 2,079,158 1,936,188 142,970 2,079,158

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 3．国民健康保険事業費納付金

（項） 2．後期高齢者支援金等分 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 644,174 639,609 4,565 644,174 18 負担金、 644,174 ○　一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金

者後期高齢 補助及び 負担金、補助及び交付金

者支援金等 交付金 一般被保険者後期高齢者支援金等分

分

 2 退職被保険 82 3,002 △2,920 82 18 負担金、 82 ○　退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付

者等後期高 補助及び 　　金

齢者支援金 交付金 負担金、補助及び交付金

等分 退職被保険者等後期高齢者支援金等分

計 644,256 642,611 1,645 644,256

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 3．国民健康保険事業費納付金

（項） 3．介護納付金分 (単位：千円)

節

目

 1 介護納付金 249,873 224,096 25,777 249,873 18 負担金、 249,873 ○　介護納付金分納付金

分 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 介護納付金分

計 249,873 224,096 25,777 249,873

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 4．共同事業拠出金

（項） 1．共同事業拠出金 (単位：千円)

節

目

 1 共同事業拠 5 5 0 5 18 負担金、 5 ○　退職者医療事務費拠出金

出金 補助及び 負担金、補助及び交付金

交付金 退職者医療共同事業拠出金

計 5 5 0 5

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 6．保健事業費

（項） 1．保健事業費 (単位：千円)

節

目

 1 保健事業費 11,644 6,781 4,863 5,728 570 5,346  2 給料 4,798 ○　健康運動トレーニング事業費

 3 職員手当 1,393 需用費

等 修繕料

 4 共済費 1,029 委託料

 7 報償費 1,290 健康運動トレーニング業務

10 需用費 239 ○　重症化予防対策事業費

11 役務費 34 給料

12 委託料 2,861 会計年度任用職員　２人分

職員手当等

会計年度任用職員

地域手当

通勤手当

期末手当

時間外勤務手当

共済費

雇用保険料

社会保険料

労災保険料

報償費

歯周病検診謝金

重症化予防対策専門職謝金

需用費

消耗品費

役務費

郵便料

○　保健事業費

委託料

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 6．保健事業費

（項） 1．保健事業費 (単位：千円)

節

目

頻回受診者訪問事業

国保データベースシステム運用管理業務

保健事業等評価・分析システム運用管理業

務

 2 医療費適正 13,006 12,929 77 4,528 8,478  8 旅費 5 ○　医療費適正化特別対策事業費

化特別対策 10 需用費 60 旅費

費 11 役務費 4,085 職員旅費

12 委託料 8,856 需用費

消耗品費

役務費

事故証明書交付手数料

郵便料

レセプト管理用端末外字ソフト保守料

患者調査票再発行手数料

委託料

レセプト点検業務

医療費通知作成業務

後発医薬品普及促進支援業務

あんま・はり・きゅう療養費患者調査業務

第三者行為求償事務共同処理業務

傷病原因調査支援業務

一般診療費等点検業務

あんま・はり・きゅう療養費点検業務

柔道整復療養費患者調査業務

あんま・はり・きゅう及び柔道整復療養費

啓発業務

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 6．保健事業費

（項） 1．保健事業費 (単位：千円)

節

目

 3 はり・きゅ 3,134 2,953 181 3,134 10 需用費 29 ○　はり・きゅう費事務費

う費 11 役務費 80 需用費

18 負担金、 3,025 印刷費

補助及び 役務費

交付金 郵便料

○　はり・きゅう費助成金

負担金、補助及び交付金

はり・きゅう費助成金

計 27,784 22,663 5,121 10,256 570 16,958

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 6．保健事業費

（項） 2．特定健康診査等事業費 (単位：千円)

節

目

 1 特定健康診 41,402 40,923 479 21,675 373 19,354  1 報酬 869 ○　特定健康診査等事業費

査等事業費  2 給料 2,187 報酬

 3 職員手当 652 会計年度任用職員　１人分

等 給料

 4 共済費 481 会計年度任用職員　１人分

 7 報償費 440 職員手当等

 8 旅費 83 会計年度任用職員

10 需用費 1,091 地域手当

11 役務費 3,633 通勤手当

12 委託料 31,914 期末手当

13 使用料及 52 時間外勤務手当

び賃借料 共済費

雇用保険料

社会保険料

労災保険料

報償費

相談会保健師謝金

旅費

職員旅費

会計年度任用職員費用弁償

需用費

消耗品費

印刷費

役務費

特定健康診査等事務手数料

郵便料

委託料

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 6．保健事業費

（項） 2．特定健康診査等事業費 (単位：千円)

節

目

個別健診業務

受診券等印刷及び封入封かん業務

集団健診業務

特定保健指導初回面接業務

特定健診未受診者医療情報収集業務

使用料及び賃借料

特定健康診査等用端末等使用料

計 41,402 40,923 479 21,675 373 19,354

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 7．基金積立金

（項） 1．基金積立金 (単位：千円)

節

目

 1 基金積立金 1 1 0 1 24 積立金 1 ○　準備基金積立金

積立金

国民健康保険事業費納付金等支払準備基金

計 1 1 0 1

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 9．諸支出金

（項） 1．償還金及び還付加算金 (単位：千円)

節

目

 1 一般被保険 10,053 10,413 △360 10,053 22 償還金利 10,053 ○　一般被保険者保険税還付金

者保険税還 子及び割 償還金利子及び割引料

付金 引料 一般被保険者国民健康保険税過誤納金還付

金（医療給付費分）

一般被保険者国民健康保険税過誤納金還付

金（介護納付金分）

一般被保険者国民健康保険税過誤納金還付

金（後期高齢者支援金分）

 2 退職被保険 17 308 △291 17 22 償還金利 17 ○　退職被保険者等保険税還付金

者等保険税 子及び割 償還金利子及び割引料

還付金 引料 退職被保険者等国民健康保険税過誤納金還

付金（医療給付費分）

退職被保険者等国民健康保険税過誤納金還

付金（介護納付金分）

退職被保険者等国民健康保険税過誤納金還

付金（後期高齢者支援金分）

 3 一般被保険 299 372 △73 299 22 償還金利 299 ○　一般被保険者還付加算金

者還付加算 子及び割 償還金利子及び割引料

金 引料 一般被保険者還付加算金（医療給付費分）

一般被保険者還付加算金（介護納付金分）

一般被保険者還付加算金（後期高齢者支援

金分）

 4 退職被保険 4 40 △36 4 22 償還金利 4 ○　退職被保険者等還付加算金

者等還付加 子及び割 償還金利子及び割引料

算金 引料 退職被保険者等還付加算金（医療給付費分

）

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 9．諸支出金

（項） 1．償還金及び還付加算金 (単位：千円)

節

目

退職被保険者等還付加算金（介護納付金分

）

退職被保険者等還付加算金（後期高齢者支

援金分）

 7 特定健康診 1 1 0 1 22 償還金利 1 ○　償還金

査等負担金 子及び割 償還金利子及び割引料

償還金 引料 特定健康診査等県負担金償還金

計 10,374 11,134 △760 10,374

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款） 9．諸支出金

（項） 2．繰出金 (単位：千円)

節

目

 1 一般会計繰 2 2 0 2 27 繰出金 2 ○　一般会計繰出金

出金 繰出金

出産育児一時金等繰入金償還金

職員給与費等繰入金償還金

計 2 2 0 2

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



（款）10．予備費

（項） 1．予備費 (単位：千円)

節

目

 1 予備費 3,000 3,000 0 3,000 28 予備費 3,000 ○　予備費

予備費

予備費

計 3,000 3,000 0 3,000

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



【国民健康保険事業特別会計】

　１　特別職

10 260 260 260

21 25,927 26 25,953 4,298 30,251

△ 11 △ 25,667 △ 26 △ 25,693 △ 4,298 △ 29,991

.

給　与　費　明　細　書

区　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

比　較

本年度

報　酬
（千円）

給　料
（千円）

その他の
手　　当
（千円）

計
（千円）

職員数
（人）

地域手当
（千円）

寒冷地手当
（千円）

前年度

備　考
共済費

（千円）
合　計

（千円）

期末手当
（千円）
<年間支給率
（月分）>



２　一般職
（1）総括

本年度 31 (1) 869 90,866 56,150 147,885 28,263 176,148 1,760千円 除く
前年度 17 (0) 0 55,026 42,101 97,127 19,429 116,556 940千円 除く
比　較 14 (1) 869 35,840 14,049 50,758 8,830 59,592

（　）内は短時間勤務職員外書き

2,135 9,301 2,315 2,685 0 6,516 20,718 12,120 360 0 0
1,045 5,608 3,291 1,558 0 6,430 13,897 9,912 360 0 0
1,090 3,693 △ 976 1,127 0 86 6,821 2,208 0 0 0

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

本年度 19 (0) 65,041 48,553 113,594 22,669 136,263 1,760千円 除く
前年度 17 (0) 55,026 42,101 97,127 19,429 116,556 940千円 除く
比　較 2 (0) 10,015 6,452 16,467 3,236 19,707

（　）内は短時間勤務職員外書き

2,135 6,718 2,315 1,769 0 6,420 16,716 12,120 360 0 0
1,045 5,608 3,291 1,558 0 6,430 13,897 9,912 360 0 0
1,090 1,110 △ 976 211 0 △ 10 2,819 2,208 0 0 0

　　イ　会計年度任用職員

本年度 12 (1) 869 25,825 7,597 34,291 5,594 39,885 0千円 除く
前年度 0千円 除く
比　較 12 (1) 869 25,825 7,597 34,291 5,594 39,885

（　）内は短時間勤務職員外書き

2,583 916 96 4,002 0

2,583 916 96 4,002 0

特殊勤務
（千円）

退職
（千円）

管理職員特別勤務

（千円）

職員手当の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

※児童手当
※児童手当

区　　　分
扶養

（千円）
地域

（千円）
住居

（千円）
通勤

（千円）
管理職

（千円）
時間外勤務
（千円）

期末
（千円）

勤勉
（千円）

区分 職員数（人）
給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　　計
（千円）

特殊勤務
（千円）

退職
（千円）

管理職員特別勤務

（千円）

備　　　　　考報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

職員手当の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

※児童手当
※児童手当

区　　　分
扶養

（千円）
地域

（千円）
住居

（千円）
通勤

（千円）
管理職

（千円）
時間外勤務
（千円）

期末
（千円）

勤勉
（千円）

区分 職員数（人）
給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　　計
（千円）

特殊勤務
（千円）

退職
（千円）

管理職員特別勤務

（千円）

備　　　　　考報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

職員手当の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

※児童手当
※児童手当

区　　　分
扶養

（千円）
地域

（千円）
住居

（千円）
通勤

（千円）
管理職

（千円）
時間外勤務
（千円）

期末
（千円）

勤勉
（千円）

区分 職員数（人）
給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　　計
（千円）

備　　　　　考報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）



（2）給料及び職員手当の増減額の明細
区　　分 備　　　　考

88  行政職 19人 　　給与改定の状況
給　　料 1,608 30年度（給料の改定率）

25,825 0.21%
（千円） 元年度（給料の改定率）

8,319 7,190 0.16%
1,129 2年度（給料の改定率）

見込 0.00%

普通昇給率 1.74%

（千円）
職員手当 727 　地域手当 9

　住居手当 △ 58
　時間外勤務手当 486
　期末手当 22
　勤勉手当 268

（千円）
 会計年度任用職員制度開始に伴う増加分 7,597 　地域手当 2,583

　通勤手当 916
　時間外勤務手当 96
　期末手当 4,002
　退職手当 0

（千円）
5,725 　扶養手当 1,090

　地域手当 1,101
　住居手当 △ 918
　通勤手当 211
　時間外勤務手当 △ 496
　期末手当 2,797
　勤勉手当 1,940

 その他の増減分  ・会計間の定数変動による増減
 ・人事異動等による増減

 会計年度任用職員制度開始に伴う増加分

6,452  制度改正に伴う増減分

 その他の増減分

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明
 給与改定に伴う増減分

35,840  昇給に伴う増加分



（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員を除く。）

　　ア　職員１人当たりの給与

行政職 技能職

平均給料月額 （円） 277,806

平均給与月額 （円） 310,192

平均年齢 （歳） 34.2

平均給料月額 （円） 266,429

平均給与月額 （円） 305,509

平均年齢 （歳） 32.7

　　イ　初任給

行政職（円） 技能職（円）

高　　校　　卒 152,700 150,600 147,900

大　　学　　卒
（総合職）195,500
（一般職）182,200

154,900

182,200

区　　　　　　分

技能職（円）
国　　の　　制　　度

行政職（円）

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在

区　　　　　分



　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
7
6
5 2 11.1
4 1 5.6
3 12 66.6
2 3 16.7
1
計 18 100.0 計
7
6
5 2 11.8
4
3 11 64.7
2 3 17.6
1 1 5.9
計 17 100.0 計

（級別の基準となる職務） ※令和2年1月1日現在

区　分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

部　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主　事
統括係長 主　査行  政  職

区分
行　　政　　職 技　　能　　職

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在



　　エ　昇給

行政職 技能職

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

３号給以下（人）

４号給（人）

５号給以上（人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

３号給以下（人）

４号給（人）

５号給以上（人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　　　計区　　　　　　　　　　　　　分
職　　　　　種

号給数別内訳
本年度

前年度
号給数別内訳



　　オ　期末・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

本　　　 年 　　　度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

前　　 　年　　　 度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

国　　の　　制　　度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

（　）内は再任用職員

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備考

支　　給　　率　　等
定年前早期退職特
例措置（2～45％
加算）

国の制度（支給率等）
定年前早期退職特
例措置（2～45％
加算）

備　　　考区　　　　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置



　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

支 給 率 （ ％ ）

支給対象職員数（人）

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

（　）内は短時間勤務職員外書き

　　ク　特殊勤務手当

行政職 技能職

　　ケ　その他の手当

区　　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

全職種区　　　　　　　　　　分
職　　　　　種

異なる ・交通用具使用者等　通勤距離の区分及びそれに対応した額

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 年 月 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

国の制度との差異

徴収手当

同じ

同じ

差異の内容



　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度までの支出額
　　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
      （単位 ： 千円）

納税通知書等印刷及び封入封か
ん業務委託料

1,544 令和3年度 1,544 1,544

特定健診業務（集団）委託料 40,189 令和元年度 11,024
令和2～
令和3年度

29,165 19,443 9,722

受診券等印刷及び封入封かん業
務委託料

711 令和3年度 711 711

事 項 支 出 ( 見 込 ) 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 そ の 他地 方 債県 支 出 金

限 度 額

前 年 度 末 ま で の

金 額 期 間 金 額 国庫支出金

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳


	00★令和2年度当初予算書（国保①）
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